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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年11月27日に提出した第13期（自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日）有価証券報告書の記載事項

の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものとす

る。 

  

２  【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  １ 連結財務諸表等 

   （１）連結財務諸表 

      連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  ２ 財務諸表等 

   （１）財務諸表 

      会計処理の変更 

  

３  【訂正箇所】 

 訂正箇所は   を付して表示しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第一部【企業情報】 
  
第５【経理の状況】 
  

１【連結財務諸表等】 

 (1)【連結財務諸表】 

   連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

（訂正前） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

   当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前当期純利益は15,487千

円減少しております。 

   なお、減損損失累計額については、改正後の連結

財務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

─ 

＜ 中 略 ＞ 

    

─ （固定資産の減価償却方法の変更） 

     当連結会計年度から平成19年度の法人税法の改正

((所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号)及び(法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年３月30日政令第83号))に伴

い、平成19年４月１日以降に取得した固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく方法に変更して

おります。  

 なおこの変更に伴う損益に与える影響は軽微であ

ります。 

─   （追加情報） 

     当連結会計年度から平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から５年間で均等償却する方法によって

おります。なおこの変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。 



（訂正後） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

   当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前当期純利益は15,487千

円減少しております。 

   なお、減損損失累計額については、改正後の連結

財務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

─ 

＜ 中 略 ＞ 

    

─ （固定資産の減価償却方法の変更） 

     当連結会計年度から平成19年度の法人税法の改正

((所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号)及び(法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年３月30日政令第83号))に伴

い、平成19年４月１日以降に取得した固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく方法に変更して

おります。  

 なおこの変更に伴う損益に与える影響は軽微であ

ります。 



２【財務諸表等】 

 (1)【財務諸表】 

   会計処理の変更 

  

（訂正前） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

第12期 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

第13期
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） ─

   当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響はありません。 

＜ 中 略 ＞

  

─ （固定資産の減価償却方法の変更） 

     当事業年度から平成19年度の法人税法の改正((所

得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日

法律第６号)及び(法人税法施行令の一部を改正する

政令 平成19年３月30日政令第83号))に伴い、平成

19年４月１日以降に取得した固定資産については、

改正後の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。なおこの変更に伴う損益に与える影響は軽微で

あります。 

    （追加情報） 

     当事業年度から、平成19年３月31日以前に取得し

たものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する方法によってお

ります。なおこの変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。 



（訂正後） 

  

第12期 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

第13期
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） ─

   当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響はありません。 

＜ 中 略 ＞

  

─ （固定資産の減価償却方法の変更） 

     当事業年度から平成19年度の法人税法の改正((所

得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日

法律第６号)及び(法人税法施行令の一部を改正する

政令 平成19年３月30日政令第83号))に伴い、平成

19年４月１日以降に取得した固定資産については、

改正後の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。 

なおこの変更に伴う損益に与える影響は軽微であ

ります。 
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